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決算特別委員会報告
議案乙第１８号 多久市一般会計歳入歳出決算

議案乙第１９号 多久市給与管理・物品調達特別会計歳入歳出決算

議案乙第２０号 多久市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算

議案乙第２１号 多久市宅地造成事業特別会計歳入歳出決算

議案乙第２２号 多久市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算

議案乙第２３号 多久市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

議案乙第２４号 多久市病院事業会計決算

議案乙第２５号 多久市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分について

議案乙第２６号 多久市下水道事業会計決算

▲70周年記念事業「出張！なんでも鑑定団in多久」▲70周年記念事業「出張！なんでも鑑定団in多久」

▲市制施行70周年 記念式典▲市制施行70周年 記念式典

議案質疑議案質疑
提出された議案について、議案の提出者（市長か議員）
に対して、議案の内容や提案の理由などについて疑問点
や不明な点を尋ねること

市丸　勝義
■�物価高騰対応重点支援地方創
生臨時交付金事業に要する経
費医療機関等給食費支援補助金 4,337千円
について

Ｑ  �事業の詳細は。

Ａ  �入院施設を持ち、食事を提供している病院に対し
て基準日に入院をされている患者数に単価14,172
円を掛けて、食料品の高騰分を補助するものです。

Ｑ  �補助単価の算定根拠は。

Ａ  �帝国データバンクの調べによると、2024年から
2025年の食料品に係る値上げは2.8％、ひと月世帯

当たり2,456円と予測されています。
　 �多久市内では １ 世帯当たり2.08人ですので、2,456

円を2.08人で割って、 １ 人当たりの月額1,181円に
１２月を掛けた金額で14,172円となります。

Ｑ  �なぜ個人でなく事業者への補助となっているのか。

Ａ  �入院中の食事代は総額と自己負担額が国によって
定められています。したがって物価が高騰しても、
患者さんが支払う額は公定価格で定められていま
すので、今回は事
業者に対して補助
をすることで医療
機関の経営を支え
るものです。

中島　慶子
■�物価高騰対応支援地方創生臨時
交付金事業に要する経費13,674
千円について

Ｑ  �概要と該当施設などの詳細は。

Ａ  �近年の燃料費などの物価高騰の影響を受けている
医療機関・福祉施設などに対して入院患者数・入
所者数・規模に応じ、経済的支援を行うもので、
医療機関については病院 3 か所、医院 7 か所、歯
科医院 6 か所、保険薬局11か所です。また福祉施

設については入所系19か所、通所系32か所、訪問
系18か所で全体６９か所の事業所です。

Ｑ  �歯科との密接業種の歯科技工所は対象でないのか。

Ａ  �保険点数で営業されている医療機関を対象にして
いますので、歯科技工所は対象外です。

Ｑ  �交付金手続きの方法は。

Ａ  �事業所からの申請となりますが、対象となる事業所、
医療機関について把握していますので、手続き漏れ
が無いように万全の対応を図っていきます。

渡島　幸司
■�多久市手話言語の普及および
障害の特性に応じたコミュニ
ケーション手段の利用の促進に関する条
例について

Ｑ  �この条例を制定しようとするにあたってどのよう
な背景があったのか。

Ａ  �手話をはじめとした障害者のコミュニケーション
手段の状況および国や自治体の動きです。法律に
より、手話施策の推進、充実が求められるように
なっています。

Ｑ  �「障害の特性に応じた」とあるが、具体的にはど
のような障害を想定しているのか。

Ａ  �身体や知的、発達障害を含む精神、その他の心身
機能における障害としています。

Ｑ  �施策の推進方針について具体的な取り組みなどは
考えているのか。

Ａ  �手話言語に対する理解の促進および手話言語の普
及、障害の特性に応じたコミュニケーション手段
の利用、コミュニケーション支援者の養成および
確保など、関係団体と連携を図り、施策を推進し
ていきます。
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